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長浜市教育委員会 





 

 

 令和２年１０月長浜市教育委員会定例会 議事日程 

 

令和２年１０月２１日（水） 午後１時３０分～ 

       長浜市役所５階 教育委員会室   

 

１．開 会 

 

２．議 事 

日程第１ 会議録署名委員指名 

 

日程第２ 会議録の承認 

９月定例会 

 

 日程第３ 教育長の報告 

  

 日程第４ 議案審議 

議案第41号 臨時代理の承認について（長浜市教育委員会会議規則の一部改正） 

 

日程第５ 協議・報告事項 

  （１）長浜市民間認可保育所及び認定こども園運営補助金交付要綱及び長浜市病児保

育施設整備費等補助金交付要綱の一部改正について 

  （２）長浜市学校施設等長寿命化計画（素案）について 

  （３）令和３年「新成人を祝うつどい」の開催会場等について 

  （４）令和２年長浜市議会９月定例会一般質問答弁要旨について 

 

日程第６ その他 

 

３．閉 会 

 

 

 

 

令和２年１１月教育委員会定例会開催予定 １１月１８日（水） 午後１時３０分～ 
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条例・教育委員会規則等の制定･改廃に関する概要説明書 

 

担  当：教育総務課 

議案番号：第４１号 

件  名：臨時代理の承認について（長浜市教育委員会会議規則の一部改正） 

 

 

第１ 提出理由 

   文部科学省通知「オンライン会議システム等を活用した総合教育会議及び教育委員

会の会議の開催について」に基づき、教育委員会会議の運営をより充実させ、有意義

なものとするために、オンラインによる会議及び出席について規定する必要があるた

め。 

 

第２ 要点 

１ オンライン会議システムの方法による教育委員会会議の開催について規定し、こ

の方法による会議の参加を出席とみなす。 

 

第３ 施行期日 

  公布の日（令和２年１０月６日）から施行する。 
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議案第４１号 

 

臨時代理の承認について（長浜市教育委員会会議規則の一部改正） 

 

長浜市教育委員会会議規則の一部改正について、長浜市教育委員会の権限に属する事務

の一部を教育長に委任する規則（平成 18 年教委規則第 6 号）第２条の規定により下記の

とおり臨時に代理したので、同規則第３条第１項第２号の規定により教育委員会に報告し、

承認を求める。 

 

令和２年１０月２１日提出 

 

長浜市教育委員会 教育長 板山 英信 

 

 

 

記 

 

長浜市教育委員会会議規則の一部改正について、長浜市教育委員会の権限に属する事務

の一部を教育長に委任する規則（平成 18 年教委規則第 6 号）第２条の規定に基づき、臨

時に代理する。 

 

令和２年１０月６日 

 

長浜市教育委員会 教育長 板山 英信 

 

 

長浜市教育委員会会議規則の一部を改正する規則 

 

長浜市教育委員会会議規則（平成 18 年長浜市教育委員会規則第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第６条の次に次の１条を加える。 

（映像及び音声の送受信を行う方法による会議） 

第６条の２ 会議は教育長及び委員が映像及び音声の送受信により相手の状態を相互

に認識しながら通話することができる方法によって、行うことができる。この場合

において、委員は、当該方法による会議への参加をもって前条第１項の指定の場所

に参集し、出席したものとみなす。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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 協議・報告事項（１） 

長浜市規則等の制定･改廃に関する概要説明書 

 

担  当：幼児課 

件  名：長浜市民間認可保育所及び認定こども園運営補助金交付要綱及び長浜市病

児保育施設整備費等補助金交付要綱の一部改正について 

 

 

第１ 制定・改廃理由 

１ 保育所等及び病児保育事業実施事業者が実施する感染症防止対策経費の補助（間接

補助）について、国要綱が改正されたことから、本市関係要綱の一部を改正するもの。 

２ 保育所等における事業の継続実施のための関係経費の補助（事業主体が県となる国

庫補助）について新たに県要綱が制定（令和２年１０月１日施行。令和２年４月１日

適用）されたことから、本市関係要綱の一部を改正するもの。 

 

 

第２ 要点 

１ 各要綱における補助対象事業を定める別表中、補助基準額・上限額（50 万円）を

令和元年度及び令和２年度の実支出額の合計額とするもの。 

２ 運営補助金交付要綱の別表に補助対象事業として保育所等における事業継続実施の

ための事業を追加する。 

 

 

第３ 施行期日 

   令和２年１０月５日（令和２年４月１日から適用） 
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 協議・報告事項（２） 
 

 

長浜市学校施設等長寿命化計画（素案）について 

 

１．計画策定趣旨 

本計画は、長浜市公共施設等総合管理計画の目標や方針を実現するための個別施設計画

とも位置づけ、学校施設等の適正規模、適正配置等も検討しつつ、長寿命化により現有建

物を最大限活用できるよう、適切な改修の実施時期や規模を定めた中長期的な計画として

策定する。 

 

２．計画期間 令和３年度から令和12年度までの10年間 

 

３．策定スケジュール 

令和２年10月  全庁意見照会、教育委員会定例会（素案） 

     11月  庁議、市議会総務教育常任委員会（素案）、パブコメ開始 

     12月  パブコメ終了 

 令和３年１月  最終案決裁、教育委員会定例会（策定報告） 

     ２月  庁議、市議会総務教育常任委員会（策定報告）、公表 

 

４．計画の概要（長寿命化改修の考え方） 

学校施設等を建築後80年まで使用することを目標とし、大規模改造の実施を建築後20年

及び60年に設定し、長寿命化改修を建築から40年後に実施することを基本とする。長寿命

化改修を行いつつ目標使用年数を80年とすることで、中長期的な維持管理等に係るトータ

ルコスト縮減と予算平準化を図るとともに学校施設に求められる機能・性能を確保する。 

 

５．実施計画（改修計画）の概要 

  ①実施計画の作成 

   築年数・改修履歴、学校施設等の適正配置等を考慮の上、改修等の方法を設定 

建物調査結果（劣化状況）を踏まえて着手順を設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※令和３年度は設計等のための期間とする。 
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R42 小学校 ６校 

中学校 ４校 

※１校あたり 18 学級 

 

  ②実施計画に基づくコスト・シミュレーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③児童生徒数の推計、小中学校の適正配置等を考慮したコスト・シミュレーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童生徒数の減少に合わせて小中学校の適正規模、適正配置を検討した結果、令

和42年度時点で必要となる小中学校の総数は10校となりました。この間、シミュレ

ーション上で改築や改修が必要となる時点でこれらを実施せずに小中学校の統廃

合を順次進めた場合、維持更新コストは総額654億円（平均16.4億円/年）となりま

す。 
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 協議・報告事項（３） 
 

 

令和３年「新成人を祝うつどい」の開催会場等について 

 

 

 来年１月１０日に開催する「長浜市新成人を祝うつどい」について、新型コロナウィルスの感

染拡大防止対策を行い、安心、安全に実施するため、会場等を次のとおり変更して開催します。 

 

１．新型コロナウィルスの感染拡大防止対策 

・密集、密接の回避   2 会場で各 1回開催を 4会場で各 2回開催 2 回開催→8回開催 

・開催時間の短縮    95 分 → 40 分 

・サーマルカメラを使用した検温や手指消毒、1部から 2部への入れ替え時の換気などを実施 

 

２．実施概要 

・開催日   令和 3年（2021 年）1月 10 日（日曜日） 変更なし 

・分散開催   会   場 2 会場 → 4 会場 2 会場追加（臨湖・浅井文化ホール） 

開催回数 1 会場につき 1 回 → 2 回 (市内合計 8回開催) 

 

 

会場 部 時 間 対象者出身中学区 担当連絡先 

ホテル＆リゾーツ 

長浜        

（旧長浜ロイヤルホテル） 

1 部 12:00～12：40（11：30～受付） 西中学校 

市民協働部 

生涯学習文化課 

TEL65-6552 

2 部 14:00～14：40（13：30～受付） 北中学校 

臨湖 
1 部 12:30～13：10（12：00～受付） 南中学校 

2 部 15:00～15：40（14：30～受付） 東中学校 

浅井文化ホール 

1 部 13:00～13：40（12：30～受付） 
湖北中学校 

びわ中学校 

2 部 15:00～15：40（14：30～受付） 
浅井中学校 

虎姫中学校 

木之本 

スティックホール 

1 部 11:30～12：10（11：00～受付） 
高月中学校 

鏡岡中学校 北部振興局 

地域振興課 

TEL82-5900 2 部 14:00～14：40（13：30～受付） 

木之本中学校 

杉野中学校 

西浅井中学校 
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 協議・報告事項（４） 
 

 

令和２年長浜市議会９月定例会一般質問答弁要旨 

※ここに記載されている内容は教育委員会事務局で要約したものであり、実際の答弁とは異なるところがあります。 

◆代表質問 

議員 質問要旨 答弁要旨 答弁者 担当 

山﨑 正直 コロナ禍で学校は３

月から５月まで休業と

なり、今年度のスター

トが混乱していたので

はと心配だ。また、夏

季休業が短くなり、学

校行事も多く削減され

たと聞く。スクール・

サポート・スタッフ制

度が導入されたとはい

え、配膳を含めた給食

時の配慮、施設や器具

の消毒等、先生方の負

担も多いと思われる。

現時点での教育現場の

状況を問う。 

各校における消毒作業などの新型コロナウイル

ス感染症拡大防止の対策は、これまでに経験のな

いことであり、当初は戸惑いがあったという状況

を、教育委員会としても確認している。 

その後、緊急スクール・サポート・スタッフな

どの人的支援により消毒作業等の負担軽減を図っ

たり、消毒の時間を確保するために日課を変更す

るなどして有効な時間の活用を行うなど、学校体

制を工夫したりすることにより、徐々にではある

が、学校の新しい生活様式が定着しつつあると把

握している。 

教育長 教育指導

課 

山﨑 正直 今後新しい生活様式

のなかでの学習や行事

の持ち方について、ど

のようにあるべきか、

所見を問う。 

今般の新型コロナウイルス感染症の拡大に伴

い、学校は過去に例のない長期休業を強いられた。

長期休業のもたらした影響は計り知れず、課題に

も短期と中長期的な視点で見ていくべき課題があ

り、継続的な対応が求められていると捉えている。 

学校教育は教科学習のみならず、学校行事や特

別活動など様々な教育活動で総合的に成り立って

いる。コロナウイルス感染症の予防を十分に行い

ながら、そのなかで学習や学校行事の本来の目的

が達成できるよう、子どもの視点に立った教育活

動を推進していただくよう各学校園にお願いして

いるところである。 

また、その上で、「今まで当たり前にできていた

ことができない毎日」、あるいは「様々な制限を求

められる生活」など、今、この時代に生きている

からこそ経験していることを、どのようにとらえ

ていくべきか、子どもたちと一緒になって考え、

取り組んでいくことが必要であると思っている。 

そうしたことから、子どもたちそして教職員に

は、このコロナ禍による影響をマイナスに捉える

教育長 教育指導

課 

10



  

のではなく、プラスに転じる力を持つ機会として

いってほしいと願っている。 

（再問）どのように展

開していくのか、具体

的な考えがあれば、聞

かせてほしい。 

発達段階にもよるが、最も大切なことは、子ど

もたちの意見を聞くということである。 

例えば、先週５中学校で体育大会が行われた。

ある中学校では、入口を１か所にして体調チェッ

クとまではいかないが、声かけをしながら入場を

お願いされていた。また、この学校の生徒会は、

この状況の中で充実感を持って活動できることは

何かを考えて、大声を出さなくて済むような種目

を考え企画したと、校長より聞いている。 

このような取組は、感染症に対する差別や偏見

を抑止する大きな力になると思い、非常にうれし

く思っているところである。 

教育長 教育指導

課 

山﨑 正直 今年 2月に、佐賀県

多久市に視察に行って

きた。そこは、「児童生

徒の学び方と教職員の

働き方改革プロジェク

ト」という事業を展開

しておられ、業者と連

携してフルパブリック

クラウド化を行うこと

で、教職員がＰＣを持

ち帰ることが可能とな

り、多くの教職員がテ

レワークを行っている

というところである。 

今後は３カ月間もの

臨時休業はないとは思

うが、学校は長期休業

期間もあるので、これ

を機会にＩＣＴを利用

したテレワークの導入

も検討すべきではない

か。所見を問う。 

本市では、他県で行われているような取組につ

いては、十分な調査研究ができていない状況であ

る。 

現段階では、今後の働き方改革や長期休業期間

中のテレワーク等、活用についての可能性を探る

ほか、ＩＣＴ活用に伴って必要となるソフトの研

究等のテレワーク作業についても、検討していき

たいと考えている。 

教育部

長 

教育指導

課 
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◆個人質問 

議員 質問要旨 答弁要旨 答弁者 担当 

草野 豊 障がい者雇用に対す

る取組について、行

政・教育委員会・病院

の目標数値の達成状況

について問う。 

（教育委員会分）教育委員会のしょうがい者雇

用状況は、令和２年６月１日時点において、雇用

率０．５６％、雇用率算定上のしょうがい者数２

人であり、教育委員会の法定雇用率２．４％を達

成していない状況である。昨年、一昨年はさらに

数名雇用していた状況であったが、諸般の事情に

より退職された。 

今後は、しょうがいのある方が活躍できる職務

を創出、選定して、雇用を推進していきたい。 

教育部

長 

教育総務

課 

草野 豊 文部科学省は「コロ

ナ感染者を責めない

で」と児童生徒にメッ

セージを発信してい

る。感染した人が悪い

のではない。「早く治る

よう励まし、治って戻

ってきたときには温か

く迎えてほしい」と呼

びかけている。 

学校での現対応と事

例発症時の教育委員

会、各学校の指導体制

を問う。 

各校においては、５月からの分散登校の時点で、

市内医療機関から提供いただいた、新型コロナウ

イルスの本当の怖さは病気が不安を呼び、不安が

差別を生み、差別がさらなる病気の拡散につなが

るところであるといった資料等を用いて、各校で

それぞれの発達段階に応じて重点を置いて指導を

していただいている。 

さらに長浜市においては、人権教育に数十年間

取り組んできた実績がある。その実績から考える

と、誤解や偏見の原因となるのは、正しい知識、

事実の認識の欠如にあるという点は学校も十分承

知しているところである。そのため、学校では教

育活動のあらゆる場面において、感染症に関する

正しい知識を伝え、正しい情報に基づいて判断、

行動できるように指導しているところである。し

かしながら、時に大人の一言によって、子どもた

ちの正しい人権感覚が覆されてしまうことがあ

る。今後は、地域、社会、総ぐるみで、人権意識

をさらに向上させる取組が必要だと考えている。 

教育長 教育指導

課 

（再問）児童生徒にお

いては、感覚が「コロ

ナか」という状態が見

受けられる。そういっ

た中できちんと指導を

していただくというこ

とと、これから冬場に

向かってインフルエン

ザかコロナかわからな

いというような状況が

出てきた時に、教育委

子どもたちの状況であるが、この点に関しては、

市内の学校長から何回も話を聞いているところで

ある。その話を総合的にお伝えすると、子どもた

ちが例えば全国的なニュースでもよく報道される

が、コロナに関して差別的な発言をする場合があ

るが、それはある意味子ども特有の何の気なしに

発したたわいもない一言であるという状況が多い

と考えている。このようなことに対しての指導方

法であるが、一律に「そんなこと言ったらだめ」

ではなく、これは学年全体で扱うのがいいのか、

学級担任が行うのがいいのか、朝の会がいいのか、

教育長 教育指導

課 
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員会として毅然とした

態度で指導していただ

かなければならない。

そういった点につい

て、再度見解を問う。 

道徳がいいのか、それを各子どもたちの状況に応

じてその学校の先生方で、十分検討していただき、

指導を行っているところである。 

秋冬に関しては、私どもも大変危惧している。

本市としては、４月中に新型コロナに関するアド

バイザー会議を立ち上げている。このアドバイザ

ー会議には、市内の医療機関の専門家の方々、学

校医の代表の方、各校園の校園長先生方、市内の

養護教諭、このような方にテレビ会議システムを

使って集まっていただき、いろんな問題点につい

て意見を交換していただいて、指導を受ける中で

原則的な方針を決めて今日に至っている。 

１０月早々にもこの会議で、この秋冬の対応対

策等について、十分協議をし、秋冬に至らないう

ちに対応の原則を取りまとめたいと考えている。 

草野 豊 学校行事について、

滋賀中日の記事を読ん

だ保護者の方から相談

を受けた。教育委員会

に問い合わせると「最

終決定は各学校の判断

に委ねているが、助言

はしている」との事だ

った。担任が安易に事

業の中止を口にし困惑

された保護者もいるよ

うだった。事業に対し

ては、保護者や児童生

徒の意見を集約し、コ

ロナ禍での対応をどう

するのか、児童生徒の

立場に立ち、考えてい

ただきたいと思うが、

見解を問う。 

学校教育は教科学習のみならず、学校行事や特

別活動など様々な教育活動で成り立っており、学

校行事は欠かすことのできないものと考えてい

る。 

したがって、本市としては、学校行事の実施に

ついては一律に中止や制限をせず、各学校で判断

いただいている。 

コロナ禍で、従来どおりの持ち方ができない状

況ではあるが、各校の実情に合わせ、感染防止に

最大限の配慮をし、児童生徒の立場に立って、保

護者の意見も十分に考慮しながら、行事の形態を

変えたり時間や場所を工夫したりする中で、でき

る限り実施の方向で検討をお願いしているところ

である。 

教育長 教育指導

課 

（再問）それぞれの学

校に任せるとの事であ

るが、市教委指導で、

実施する・しないを決

め、その実施する中に

あって、どういう風に

していくのかというの

小学校の状況は、旅行会社に依頼しなくても実

施できる学校もあれば、バス 5,6 台になる学校も

ある。保護者の意見は十分聞いているが、中には

医療従事者や福祉施設従事者等の方もおられて、

そういう方の根本的な不安は、払しょくできない。

各学校の状況を考え、可能な限り実施の方向で考

えていただきたいとお願いしている。 

教育長 教育指導

課 
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は、各校が決めること

である。教育委員会と

しての指導体制が、学

校にお任せするという

のは、納得できない。

他市では、Ａのところ

かＢの所へ行きなさい

という教委からの指示

があるが、長浜市では

なされないことを疑問

視する。当初計画して

いたことを変更、中止

となり二転三転するこ

とに不安を感じる。 

市内小中学校においては、形が変わっている部

分もあるが、子どものことを考えると、何らかの

形で、という共通の思いを理解していただきたい。

予測不可能なところでの対応であり、現時点では、

このような形で子どもたちの思いを十分くみ取り

ながらやっていきたい。 

(再々問)このことは、

小６、中３の保護者が

特に要望されている。

担任、主任の先生は、

中３の担任や主任を２

回３回される。その

方々の意見が踏襲され

ると問題がある。その

学校に一任なので、校

長主導のもときちんと

対応してもらいたい。 

一任という言葉の解釈をどのように答えるとよ

いか迷うが、一任するから決めてくださいではな

い。実施の方向で考えていただきたいということ

を校長会を通じて再度お願いしているところであ

る。 

今後も校外学習や卒業式など学校行事が続く

が、同じである。教科学習のみで学校が存在して

いるのではない。学校も判断を迷うところである

が、先生によって言うことが違う状況は、子ども

たちが混乱するので、校長会を通じて指導してい

く。 

教育長 教育指導

課 

草野 豊 在宅での時間が長か

ったことで、子どもた

ちだけでなく大人まで

もストレスがたまりか

ねない時期となり、児

童生徒の心のケアが不

可欠だと感じている。 

従来から不登校に対

するカウンセリングは

実施されているが、今

まで以上のスクールカ

ウンセリングが必要と

考える。相談窓口の拡

充、24 時間対応の電話

相談等の窓口を長浜市

独自の施策として実施

本市では、他市に先駆け、５月の臨時休業期間

中、教育センター内に心の相談特設ダイヤルを設

置し、児童生徒や保護者の心のケアに対応してき

た。学校再開後３か月は特設ダイヤルの設置を継

続しつつ、学校での教育相談に重点を置き、今ま

で以上に丁寧な観察や声かけを心がけるなど、児

童生徒の小さな変化にも対応できるよう各学校で

取り組んでいただいているところである。また保

護者の方の相談に関しても学校を始め、スクール

カウンセラーやスクールソーシャルワーカー、教

育センターの相談窓口等で対応している。 

さらに、必要に応じて相談窓口での相談をはじ

め、専門家や関係機関等と連携しながら児童生徒

の心のケアにあたりたいと考えている。 

教育長 教育指導

課 
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できないかと考えるが

どうか。 

矢守 昭男 県内各地の教育委員

会では、修学旅行キャ

ンセルの企画料金を、

市が負担するなど支援

されているが、長浜市

では企画料金につい

て、保護者負担軽減を

どのように考えている

のか問う。 

修学旅行については、学校行事であり、また、

学校の規模、行先、実施期間も異なるため、市内

の学校に対して一律に中止を求めていないことか

ら、中止にかかる料金を市として負担することは

考えていない。したがって、企画に関わる料金に

ついても、その後の修学旅行に代わる校外学習の

対応が学校により異なることもあり、各学校で対

応いただいている。 

教育部

長 

教育指導

課 

（再問）企画料につい

ては、ＰＴＡに負担を

お願いするなど対応さ

れるようだが、実施の

方向性であるならば保

護者の負担も考え、他

市や全国各地でされて

いるように、市で負担

をするという考えはな

いのか。 

企画料金は、キャンセル料とは別のもので、旅

行会社が旅行の計画の立案に対価を求めているも

のであり、その金額もばらばらである。また、キ

ャンセルをする、しないに関わらず発生をするも

のである。他市町については、全体でやめると公

表しているところが２市、それ以外のところは一

律にやめるということではなく、中止とした際に

キャンセル料を交付金等で賄うと表明されてい

る。先ほど申しあげたとおり、市として一律に中

止を求めているものではなく、それぞれの学校で

形態が異なっていることから、学校での対応を校

長会などでの協議の中でお願いをしている。 

教育部

長 

教育指導

課 

藤井 登 月80時間の残業が過

労死ラインである。80

時間を超えると産業医

の面接、指導を受ける

必要がある。自己申告

制であるため、80 時間

以内に抑えているケー

スがある。市は客観的

に把握する必要があ

る。その対策について

問う。 

議員ご指摘のとおり、教員の勤務時間について

客観的に把握することは必要であると捉えている

ので、各教員の出退勤時刻を正確に把握するため

の体制を整えるなどの対策を講じていきたいと考

えている。 

それと同時に、最も重要なことは、超過勤務が

月に80時間を超えない勤務状況を創り出すことで

あると考えているので、学校が担うべき業務を精

選すること、スクール・サポート・スタッフなど

の人的配置を行うこと、また、今後導入する校務

支援システムを活用することなどを通して、教員

が夢と希望をもって子どもたちの教育にあたれる

よう、教育委員会としても支援していくことで、

教員の働き方改革を進めていきたいと考えてい

る。 

教育長 教育指導

課 

（再問）自己申告制で

あることが問題であ

る。タイムカード制を

タイムカード制については、県内のいくつかの

市町で導入していると聞いている。また、パソコ

ンを起動すると同時に出勤扱いとなるようなシス

教育長 教育指導

課 
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導入したり、先生方で

はなく、管理職がしっ

かりと管理したりする

など、客観的に把握す

る体制を整えてほし

い。見解を問う。 

 

テムがあることも把握している。 

このことについては、現場の先生方が大切な問

題だと自覚し、こんな方法だったらできるという

方法を共に考えていくことが重要である。 

すぐに導入することは難しいが、働き方改革は

社会の重要なテーマだと考えているので、その一

つの助けとなるような方法を考えていきたい。 

藤井 登 全国学力・学習状況

調査をコロナ禍の中、

他の市町では実施して

いないのに本市で実施

された理由について問

う。 

全国学力・学習状況調査は、学習指導要領の概

念・目標・内容等に基づき、学習指導上特に重視

される点や身に付けるべき力等を具体的に示す内

容を盛り込んで作成されている。 

子どもたちに、新しい学力や今求められる力に

触れることのできる本調査に真剣に向き合う機会

を与えることは、必要なことと考え、本市として

は、調査を実施した。 

今後は、結果を十分分析し、各校においても、

また市においても、その課題に対する施策や教育

指導のさらなる改善・充実に役立てていきたいと

考えている。 

教育長 教育指導

課 

（再問）コロナ禍にお

いて他市町がやってい

ない中であえて本市が

実施したが、その時間

を学力保障や学校行事

等に充てる必要はなか

ったか。児童生徒が異

常な状態で学校に来て

いる中で行ったものを

分析しても意味がある

のか。 

本調査で求められるような新しい学力は、これ

からを生きていく子どもたちに必要な力である。

この問題を経験させないことは、逆に学力の保障

をしていないことになる。先生たちが自分の育て

てきた子どもたちが個々の問題に対してどうだっ

たか、また、いつもなら解けるはずの子が解けな

い・書けないといったことを図る指標にもなる。

これらを卒業までに活用していってほしい。 

教育長 教育指導

課 

竹本 直隆 大プールと小プール

併設型では、新設の場

合 2億円（木之本小学

校プール）の整備工事

費が掛かる。未設置の

学校のプール整備や大

規模な改修を必要とさ

れるとき、市としては

今後どのような考え方

を持っているのか問

う。 

学校施設においては、築３０年以上の校舎が５

割を超えていることから、今後の改築や長寿命化

改修に係る財政負担が、非常に大きな課題となっ

ている。 

このことからも、多額の投資を伴うプールの新

設及び大規模改修については、周辺校を含む児童

生徒数の状況等を十分考慮しながら、慎重に判断

すべきと考えている。 

教育部

長 

教育総務

課 
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（再問）今後ますます

少子化が進む中で、こ

れからコストをかけて

いく上においても、今

後何年以降は新設のプ

ールは使わない等、新

しい方針を出していく

必要がある。プールの

整備は難しい局面を迎

えてくるので、しっか

りとしたビジョンを示

していくべきだと思う

が見解を問う。 

全体的な学校施設等の計画については、報告も

させていただくが、現在作っている長寿命化計画

等の中で方針を明確にしてきている。ただしプー

ルに特化してということではなく、当然プールも

含まれるというような考え方をしているし、最初

の答弁でもさせていただいたように、色んな状況

も考えてやっていく必要があるというふうに考え

ているので、まずは計画の中で進めさせていただ

き、状況を勘案しながら、進めていくという考え

方である。 

教育部

長 

教育総務

課 

竹本 直隆 長浜市ではプールが

設置されている小中学

校は 30 校あるが、年間

1プールあたり472,000

円の維持管理コストが

発生し、その他に濾過

器の交換（2,000,000

円）やポンプ修繕など

の費用も支出されてい

る。少子化による統廃

合も進む中で必要な経

費が重くのしかかって

くると推察するが見解

を問う。 

学校プールでは、ご指摘いただいたランニング

コストが掛かる一方で、年間の利用はほぼ６月と

７月の授業に限られる。 

今後の学校プールの在り方としては、費用対効

果の観点からも、複数校による共同利用や民間プ

ールの活用なども選択肢の一つとしながら、幅広

く検討していく必要があると考えている。 

ただし、現在は通常のラニングコストだけでい

けているという状況でもあるので、そこのところ

は、状況を見ながらということになる。 

教育部

長 

教育総務

課 

竹本 直隆 千葉市や海老名市な

どは民間のスイミング

スクールなどに委託

し、児童、生徒は水泳

の授業を受けている。

老朽化が進んでいる学

校プールについては、

改修工事をせず他の施

設利用を検討すべきと

思うが見解を問う。 

先ほどの答弁でも申しあげたとおり、学校プー

ルの在り方については、幅広い検討が必要と考え

ている。 

そうしたことから、市営・民間施設の利用や複

数校による共同利用、将来の人口減少に伴う統廃

合を検討し、今後の老朽化度合を見極めながら、

子どもたちにより良い教育環境を整備していくと

いう視点に立ち、総合的に判断していきたいと考

えている。 

教育部

長 

教育総務

課 

（再問）地域によって

はプール整備をしてほ

しい所もあると思う。 

そういった所に対し

日頃からプールのないエリアの保護者の方、地

域の方からは、いろいろなご意見をいただいてい

る。その都度、学校からも含めて、丁寧な説明を

するようには努めている。やはり議員がおっしゃ

教育部

長 

教育総務

課 
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て、声があがってくる

までに事前に市として

の考え方を検討し、学

校・保護者の声を聴い

て、丁寧な説明をして

ほしいと思うが、見解

を問う。 

るように一定の方向性をもって、明確に伝えてい

くことが必要かと思っているが、現時点でここを

する、ここをしないとか廃止するといったような

明確・限定的な説明の仕方というのが、中々でき

ない状況であるので、その辺りは状況等を見なが

ら、丁寧に説明させていただきたいと考えている。 

竹本 直隆 小学校では、体育の

専任教員がいないた

め、命に関わる事故の

恐れがある水泳指導は

教員の負担も大きく、

また指導においても難

しい部分がある。 

先生の負担軽減のた

めにもインストラクタ

ーに指導を委託する選

択肢もあるのではない

かと推察するが見解を

問う。 

本市の小学校、義務教育学校（前期課程）にお

いて、すでに多くの学校が水泳指導講師を活用し、

教員の負担軽減をしながら水泳の授業を行ってい

る。 

本年度は未実施となったが、本来であれば２５

校中１６校が水泳指導講師を活用した水泳の授業

を行う予定であった。 

今後も各校の実情に合わせて、水泳指導講師を

活用しながら、教員の負担軽減を図り、効果的で

安全な水泳指導を行っていきたいと考えている。 

教育部

長 

教育指導

課 

（再問）講師が不十分

な学校には、インスト

ラクターが来てもらえ

ると、より充実できる

のではないか。民間の

スイミングスクールへ

の声掛け等ができない

のか。 

現在の水泳指導講師だが、教員の負担を減らす

といったこと、子どもたちの安全安心ということ

があるので、予算の範囲で措置をしながら、活動

の充実につなげていきたいと考えている。 

教育部

長 

教育指導

課 

鬼頭 男明 長浜市の各小中学校

でのアンケートの結

果、５月１日現在の児

童生徒数 9,748 人のう

ち 437 世帯・児童生徒

数 601 人が現在、「Ｗｉ

-Ｆｉは整っていない」

という結果が出たが、

そのうち、新規インタ

ーネット契約をしなけ

ればならない世帯もあ

る。今後の市の対応に

ついて問う。 

ＧＩＧＡスクール構想におけるＩＣＴ機器の整

備については、あくまでも学校での学習活動に主

眼を置いたものである。 

議員ご指摘のオンライン授業等の緊急時の対応

については、通信環境が整っていない家庭に対す

る貸出用の通信機器の整備として、今回補正予算

に計上させていただいている。 

教育部

長 

教育改革

推進室 
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（再問）家にＷｉ-Ｆｉ

環境が整っていない

と、学校からのデータ

は届かない。そのため

に、Ｗｉ-Ｆｉ環境がな

い世帯ではなく、新規

インターネット契約を

しなければならない世

帯もあると思う。その

世帯について、今後の

市の対応を問う。 

先ほど申しあげたように、整備した端末は基本

的には学校で使うものであり、学校のＷｉ-Ｆｉ環

境のもとでソフトを活用して、双方向の学習を行

うことが主目的である。従って、自宅に帰って使

うのは基本的には緊急時以外はあまりないと想定

している。 

新聞報道等では学校や自宅で常時Ｗｉ-Ｆｉ環

境の中で活用することも取り上げられており、そ

のような使い方もあると認識している。また、端

末の種類によっては、常時Ｗｉ-Ｆｉに接続しない

と動作しないというものもあるが、本市で導入予

定の端末は学校のＷｉ-Ｆｉ環境のもとで双方向

の学習に使い、自宅ではソフト単体で起動させて

復習等を行うという使い方を想定している。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

（再々問）通信環境が

ない限りは、緊急時の

メールは届かないと思

うが、この点について

の見解を問う。 

ご指摘のとおりだが、いきなりメールという手

段ではなく、通知文等何らかの方法で連絡をした

上での対応となる。そのために、現在、緊急時用

の通信機器の貸与について計画しているところで

ある。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

鬼頭 明男 ＧＩＧＡスクール構

想によって、契約通信

料が負担となる世帯に

ついて、市の考えを問

う。 

各家庭において通信料が必要となるのは、主に

臨時休業等の緊急時の場合を想定している。この

際には通信料が必要となる。 

その際にも、要保護世帯における通信費の取扱

いについては、国からの通知に基づき、生活保護

制度において教材代として支給することとなって

いる。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

（再問）ルーターの貸

出の際に、通信契約を

しなければならないと

思うが、この点につい

て市の考えを問う。 

貸出用のルーターについても、個々の契約が必

要である。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

（再々問）個々の契約

負担となる世帯につい

ての、市の考えを問う。 

貸出用のルーターの通信契約については、基本

的に各家庭で行っていただくことになる。ただし、

要保護世帯については教材費として支給させてい

ただく。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

髙山 亨 ５月後半に分散登校

が開始されたが、大変

丁寧な指導ができて良

かったという先生の声

や、子どもたちの安心

の声を聞いている。休

文部科学省では、臨時休業が長期間に及ぶこと

が子どもたちの学びの保障や心身の健康などに関

して課題を生じさせる、という懸念があるとされ

ていた。そこで、本市は長浜市教育委員会新型コ

ロナウイルス感染症対策アドバイザー会議での助

言のもと、２週間を１つのスパンとし、５月後半

教育長 教育指導

課 
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校中の課題と併せて、

分散登校についての評

価を問う。 

から段階的に分散登校を実施し、教師が児童生徒

一人一人に丁寧に関わることを心掛けた。なお、

分散登校は４月後半にも実施している。また、学

校再開後の６月も、２週目までは３時間程度の登

校とすることで、感染及びその拡大のリスクを低

減させながら、学校不適応などの大きな問題を起

こさず、学校生活をスムーズに再開させることが

できたと評価している。 

髙山 亨 学校は再開された

が、感染症は未だ収束

せず、感染症対策が続

いている。子どもたち

にとって精神的なスト

レスは、大きなものが

ある。また、教員も消

毒作業で仕事が増えて

いる。そこへ授業の遅

れへの対策もあり大変

な状況だと思う。「授業

の遅れ＝教育課程の問

題」以外の感染症対策

に伴う課題、開校後の

子どもや教員が抱える

課題について問う。 

感染症対策に伴う課題については、従来の業務

に加え、感染防止にかかる新たな業務の増加によ

り、教員の負担感・疲労感は、大きなものとなっ

ている。現在、スクールサポートスタッフ等、様々

な施策により手立てを講じているが、新たな人材

の確保が追いついていかない現状がある。 

また、開校後の子どもや教員が抱える課題につ

いては、過去に例のない長期休業後の開校となり、

すぐに認識できる課題と中長期的に見ていかなく

てはいけない問題であると捉えている。今後、ど

のような形で課題が出てくるのか、子ども、教職

員等、各学校の状況を丁寧に見守っていきたいと

考えている。 

教育長 教育指導

課 

髙山 亨 今も続いている感染

症対策への労力と感染

拡大への不安で、社会

全体も学校も疲労が蓄

積し、精神的にも慢性

的不安を抱えた状態で

ある。そうした中で、

３か月分の内容を取り

戻そうとすれば、無理

が重なる。 

教育長の考えは、教

科指導中心の詰め込み

指導とならないよう、

運動会、修学旅行等で

きるだけ工夫して取り

組み、豊かな中身の教

育に取り組んでいくこ

ご指摘いただいた内容が本市教育委員会の原則

的な考え方であると認識している。３月～５月の

学習保障のために必要な時間数は約２００時間程

度と認識している。この時間数を確保するために、

夏季・冬季休業の短縮、その他帯学習これは毎日

１５分間朝ずっと行うもの、水曜日の６校時、放

課後等を使った授業、またある中学校においては、

通常５０分の授業を４５分に設定し、日によって

は７時間実施している。このように時間割編成の

工夫を行っている学校もある。 

しかしながら、学校に対して子どもたちが「も

う行きたくない」という思いに至ってしまったら、

これを回復することは学習進度を稼ぐことよりは

るかに困難が伴う。そういう視点に伴って、行事

も含め学校ならではの教育活動を充実させ、子ど

もの笑顔を大切にした教育課程の編成を行ってい

る。学校行事については、例えば小学校の運動会

教育長 教育指導

課 
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とだと理解している

が、間違いないか問う。 

はどの学校も半日で行われる。これは運動会にか

かる準備もかなり削減できる。ただし、物理的に

半分にするのではなく、運動会の在り方を検討し、

子どもたちの育ちに大事なところは残す。このよ

うに精選し、困難な状況を乗り切っていきたいと

考えている。 

（再問）文部科学省の

通知によると、（臨時休

業中の家庭学習におい

て）十分な学習の定着

が見られ再度指導の必

要がないと判断した場

合は、授業で取り扱わ

なくていいとあるが、

格差の中落ちこぼしの

子どもがいないか心配

する。休校中の家庭学

習力の差、元々の学力

差が、今回のことで広

がったのではないか、

教育委員会の考えを問

う。 

議員ご指摘のとおりと考えている。過去例のな

い長期休業中の課題として把握しているのは、自

分で考えて計画しどんどん学習を進められる子ど

もと、それができない子どもの存在である。その

ために、学校では長期休業中に家庭訪問を繰り返

す、三密を避けながら登校させるなど懸命の努力

をしていただいた。特に小学校新１年生について

は勉強の仕方がわからないため、様々な意見もあ

ったが、分散登校等も積極的にしていただいた。

我々が例年危惧しているのは、夏休み明けの９月

１日である。これは非常に大きな問題が集中して

現れることが多いからである。幸い現時点ではそ

ういったことはないが、長い２学期、子どもたち

を感染症の心配から守りながら学校教育活動を展

開していく学校現場を、教育委員会として全力で

支える覚悟で取り組んでいる。 

教育長 教育指導

課 

髙山 亨 コロナ渦における三

密回避の中で、少人数

学級を求める動きが自

治体首長から出てい

る。政府も骨太方針に

「少人数での指導」を

加え、検討を始めると

述べている。7月 20 日

教育再生実行委員会で

は「20～30 人未満の早

期実現を目標とすべ

き」、8月、文科省中教

審中間まとめでは、「少

人数編制を可能とする

指導体制、施設設備を

図らなければならな

い」という声も出てい

る。こうした少人数学

級・少人数指導を求め

現在、市内各小中学校及び義務教育学校につい

ては、県下に先駆けて、平成２８年度より、市独

自市費を投入して、1学級３６人～３９人の学級に

ついては少人数学級編制を実施している。最大の

理由は、健全に発育させるために二つの学級に編

制した方が効果的であるとの学校の要望に基づい

たものである。 

それ以外にも、県費の少人数指導加配を活用し

て、全て３５人以下の学級を実現している。また、

３５人を超える学級がない学校については、少人

数指導を算数・数学科を中心に実施している。 

感染症予防という観点からすれば、学級の人数

の過密な状態をなくしていくというのは、たいへ

ん重要なことであると認識している。大規模な学

校を例に、20 人程度の学級を想定すれば、学級も

20 以上不足するというのが現状である。新型コロ

ナウイルス感染拡大を踏まえた国や県の少人数学

級整備に向けた動向を今後も注視しながら、県教

委にもお願いすべきところはする。 

教育長 教育指導

課 
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る動きに対して、市は

どう向き合うのか問

う。 

（再問）日常の学級定

員は、何人ぐらいが望

ましいと考えている

か。 

只今の質問には、二つの視点が存在すると思う。

一つは、感染症の予防に関した視点。二つ目は、

学習指導に関しての視点。少人数で効果が上がる

教科・単元、一定規模の学級の人数の方が効果が

期待できる教科・単元に分かれると考えている。

それを子どもたち、学校の状況によって適宜組み

合わせていくという学習形態が有効なのではない

かと考えている。とはいえ、一斉指導スタイルを

やっている限り、理解に差がある子どもたちをい

くら少人数にしても、なかなか乗り越えられない

部分も存在する。ＩＣＴを導入・活用して、学習

の個別最適化を展開できるシステムについて来年

度より長浜市も試行的に市内全小中学校で導入し

ていく。その成果も見ながら、議員ご指摘のとお

り、国、県の動向も併せて、今後の長浜市の学校

規模についても、市教委なりの見解を作っていき

たいと考えている。 

教育長 教育指導

課 

髙山 亨 これまでも様々な方

策により、少人数学級

や少人数指導を増やし

ていただいている。し

かし、３５人やそれに

近い学級がある限り、

密にならない程度まで

減らしていく対応への

努力は、すぐにでも必

要ではないか。すべて

２０人以下の学級とす

るには、教室や教員の

確保が必要であり、す

ぐに実現というわけに

はいかないが、せめて

小学校 1年生、低学年

について少人数教育を

さらに充実させていく

施策を進めるべきでは

ないかと思うが、市の

見解を問う。 

本市では、さまざまな国の支援策事業（緊急ス

クール・サポート・スタッフの配置等）により、

学校支援策を講じている。 

学校からは、児童生徒と向き合う時間の確保、

業務及び負担の軽減等、教員の業務軽減につなが

っているとの声が届いている。 

しかしながら、人員枠は増すものの、人材確保

が増々困難な状況にある。 

今後、小学校下学年の少人数指導スタイルの仕

組みについても県に十分に働きかけるとともに、

市としても、ＩＣＴ機器等の導入を踏まえながら、

子どもたちにとって良い教育環境が準備できるよ

うに努めていく。 

 

教育長 教育指導

課 
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髙山 亨 国の支援策（スクー

ル・サポート・スタッ

フの配置等）で若干の

支援が入ったが、教員

の負担は相変わらず大

きいものがある。さら

なる人の配置を含めた

支援策が必要だと思わ

れるが、市の見解を問

う。 

先の質問でお答えした内容であるが、様々な学

校支援策は国・県・市それぞれが行っている。業

務負担の軽減に繋がっているという声もあるが、

十分であるとは認識していない。 

現時点で、課題として考えているのは、子ども

たちはもちろんであるが、現場で働く先生方の心

理的なストレスを懸念している。中でも、就学前

の子どもたちの指導に当たっている保育園、認定

こども園、幼稚園の先生方は、常に三密の世界で

ある保育の現場で感染を防ぐために、非常にご苦

労なさっている。先生方の疲労を考えると教育委

員会としても、ストレスを早期に発見して、手立

てを打てる部分については打っていきたい。 

今後、時間もかかるであろうと認識しているが、

現場の先生方の声を率直に受け止めて、真摯に取

り組む所存である。 

教育長 教育指導

課 

中川 リョ

ウ 

コロナ禍での学習指

導の重点化にあたり、

ＩＣＴや学習指導員の

活用、地域、家庭との

連携を図るとともに、

学校の授業以外の場で

の児童生徒が学習状況

の把握はどのようにさ

れたのか、どのように

取り組んでいかれるの

か問う。 

学習状況の把握については、各校で家庭訪問や

分散登校、または学校ホームページ等の活用を通

して、児童生徒と学習課題等のやり取りをし、家

庭と連携しながら把握し、必要に応じて個別に指

導や支援を行っていた。学校再開後には、指導内

容に、休業中の学習分を含めた既習事項の復習を

組み込むとともに、随時、学習指導計画の見直し

を行い、「学校で行う学習」と「家庭で行う学習」

を関連付けながら、各校で丁寧に状況の把握や指

導を進めているところである。 

教育長 教育指導

課 

中川 リョ

ウ 

学習意欲のある子ど

もとそうでない子ども

等の差がさらに学力格

差を生む問題について

どう考えているのか問

う。 

学力格差については、教育委員会においても今

後深刻な問題化を予想している。先ほど申したと

おり、自分で計画してどんどん学習できる子とな

かなかできない子が平常時においても存在する

が、特に著しく差が拡がるのはこの休業中であっ

たかと認識している。 

さらに重要なのは、日本語を十分に習得してい

ない子どもの存在である。日本語の学習教材を使

って自分で学習を進めていくことは困難であり、

家庭においてのサポートや指導も十分ではない。 

第３に、発達に特性がある子どもについても（家

庭で）個別に学習していくこと自体が難しいこと

が多い。 

そういった子どもたちについて、市教委も学校

教育長 教育指導

課 
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と連携してしっかりと状況をつかんでいかなけれ

ば、学習の重点化にはつながっていかない。時間

をかけるべきところにかけるということが、今後

最重要な視点となると考える。 

（再問）家庭環境等の

問題があり、なかなか

差が縮まらない状況あ

る中で、把握は確かに

大切であるが、把握後

にどのように取り組む

のか。 

やはり基本的には個に対する支援だと考えてい

る。先ほど申した外国籍の子どもたちに関して言

えば、休業中に、担任の先生が自分で課題を翻訳

して家庭へ届けていたり、対面指導ができないた

め、自動翻訳機などを使用しながらインターフォ

ン越しに会話したりしていたという報告を学校長

から受けている。こういった現場の苦労に対して、

教育委員会も、国・県の施策を踏まえて、可能な

限り手厚い支援を後方からしていきたい。 

教育長 教育指導

課 

中川 リョ

ウ 

高校入試を控えてい

る中学 3年生の保護者

は、県内の各自治体で

の取組が様々なため不

安を感じている。その

対策はされているか。

加えて、今年度の 1学

期の通知票の付け方が

市内中学校ごとに差が

見られた。内申書に大

きく影響する通知票と

なるが、教育委員会の

対応について問う。 

先ほど申しあげた本市の学習保障については、

県の方針を踏まえたものであり、他市の情報につ

いても随時確認している。 

通知票については、これまでより各校で創意工

夫して作成されているものであり、この１学期に

おいては、進路指導等も含めて、個別懇談を行い

ながら十分説明をしたうえで、子どもたちにお渡

ししている。 

教育長 教育指導

課 

（再問）受験を控える

生徒のことを考える

と、統一した見解で指

導が必要であったと思

うが、どうか。 

進路指導に関しては、各校でつける成績等につ

いて、差異があるという状態はもちろんあっては

ならないことである。そのような指導は、校長会

等を通じてしているところである。通信簿等の評

価について、ご理解いただきたいのは、例えば音

楽や技術・家庭といった教科については、1学期間

での評価、評定が難しい学校もある。そういう学

校については、個別に教育委員会で聞き取った上

で、2学期の見通し等についても確認をし、保護者

に対しても丁寧な説明をするように指導している

ところである。 

滋賀県内には都市教育長連絡協議会という組織

があるが、そこを通じて県の教育長に申し送りを

し、高等学校の入学試験の出題範囲についても、

一定の方向性を出していただいている。 

教育長 教育指導

課 
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また、学力保障については、各校独自に補習や

学習が少し遅れている子どもたちに対する手立て

も、例年行っているように取組を再開している。

こういった状況を十分把握しながら、国、県の人

員的な補充等もにらみながら、教育委員会として

も最大限の努力をしていきたいと考えている。 

中川 リョ

ウ 

外国籍の児童生徒に

対する就学促進指針の

策定について問う。 

7 月に文部科学省より指針が出されたが、本市で

は市内に居住している外国人児童生徒の就学につ

いて、現在及び過去の調査において、不就学の外

国人児童生徒は確認していない。 

また、長期休業期間中も各校において、家庭訪

問等の手段を使いながら、家庭との連携を図るよ

うに努めてきたところである。 

今後も、国の指針を踏まえ、市で配置している

学習指導員やサポート支援員を活用して、よりき

め細かな支援や指導を行うことで、外国人の子ど

もたちも住みやすい長浜市の学校となるよう努め

ていく。 

教育長 教育指導

課 

（再問）就学促進指針

の策定は必要ないとい

うことでよかったか。 

（指標作成の）「必要はない」という認識ではな

い。長浜市の外国籍児童生徒数は県下においても

在籍が多い市である。例えば、市内大規模小学校

では、（全校児童数の）10％を超える児童が外国籍

であり、日本語の習得状況も様々である。指針の

整理というより、外国籍の子どもたちに対する具

体的な手立てを講じていく必要があると考える。

通訳を派遣することや支援員を増強するといった

手立てではなく、もっと根本的な対応・手立てが

必要であるという認識が原点となる。 

そういった原点で何をしていくということにつ

いて、指針の整備が必要であるという状況なら、

整備していくことになるだろう。指針の整備以上

に、具体的に何をすべきなのかという点に視点を

置いて考えているところである。 

教育長 教育指導

課 

中川 リョ

ウ 

昨今、職員のメンタ

ルヘルス対策も大変重

要である。県内でも学

校におけるパワハラ問

題が発生したが、６月

から施行された改正労

働施策総合推進法に基

づくパワハラやセクハ

（教育委員会分）教育委員会としては、2020 年 6

月施行の「改正労働施策総合推進法」を受け、「長

浜市立学校におけるハラスメントの防止などに関

する指針」を策定した。教育委員会事務局では、

教育指導課教職員人事室を相談窓口として、先の

方針にのっとり、校長会・教頭会を通じて周知を

行い、あらゆるハラスメントに対する相談体制を

整えている状況である。 

教育部

長 

教育指導

課 
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ラの指針策定、公平な

判断ができる窓口の設

置、その周知方法につ

いての教育委員会、市

の対応を問う。 

（再問）相談窓口につ

いて、第三者、相談し

やすい専門家が配置さ

れているという自治体

があると聞く。親身に

なって相談してもらえ

るために、中立的な立

場の人がよいと思う

が、どう考えているか。 

 周知方法について

は、掲示する必要があ

ると思うが、今後どう

対応していくのか。 

（教育委員会分）相談窓口は、７月から運用して

いる。事前に、校長会・教頭会を通じて周知を図

っている。ただし、デリケートな問題も含むので、

周知は勿論であるが、それぞれの学校、施設の管

理者の方で、日頃から状況を見て、敏感に察知す

る体制が必要であると考えている。 

教育部

長 

教育指導

課 

（再々問）「校長、教頭

の判断に任せ、敏感に

察知していく」という

ことが、セクハラ、パ

ワハラの温床になって

いくのではないかと思

うが、見解を問う。 

周知して、校長、教頭に任せるというのではな

く、申し出については窓口の方で丁寧にお受けす

る。ただし、その前段に、兆候を見極めながら、

職場環境を整えていくということで、「校長、教頭

の日頃…」という話をした。周知自体は校長会、

教頭会を通じて既に行っており、それぞれの教職

員に分かるようにしている。 

教育部

長 

教育指導

課 

中川 リョ

ウ 

余呉地域では、芸術

を生かしたまちづくり

を推進されているが、

アートと教育を結びつ

けたＳＴＥＡＭ教育に

ついての当局の見解を

問う。 

議員ご指摘のとおり、科学、技術、工学、芸術・

教養、数学の要素を取り入れたＳＴＥＡＭ教育は、

従前の理系教育に加え創造的な芸術や教養を培う

アートが加えられ、注目されているところである。 

現在、ＩＣＴ機器の整備に伴う教育手法の大き

な変革期にあるなか、本市の小中学校では従来か

ら実施している各校の特色ある教育活動としての

伝統芸能や美術に先端技術をミックスした新しい

教育活動を検討しているところである。 

これまでの実績を踏まえ、さらに充実したもの

になるように今後も取り組んでいく。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

中川 リョ

ウ 

学校と児童生徒をイ

ンターネットでつなぐ

オンライン学習につい

て多くの課題が顕在化

していると考える。当

現段階での課題としては、通信環境やＩＣＴ機

器の早期整備と、教員のＩＣＴ活用指導力の向上

を図ることの２点があると想定している。 

今後は、環境整備と並行して、ＩＣＴ活用に関

する研修を行う中で教員のスキルアップを図り、

教育部

長 

教育改革

推進室 
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局の見解を問う。 ハードとソフトの両面からＩＣＴ教育推進に向け

ての準備を進めていきたいと考えている。 

（再問）学校でオンラ

イン学習等を行うとと

もに、家庭でも活用す

べきと考えるが、どの

ように考えているか。 

自宅に持ち帰らせないということではなく、基

本的に双方向通信を使って学習するのは学校が基

本であると申しあげた。自宅に持ち帰った場合は、

端末にインストールしているソフトがあるので、

予習・復習にも使っていただける。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

（再々問）端末を使っ

た学習によって学習意

欲が高まる可能性もあ

るので、双方向の学習

を学校だけでなく家庭

でも進めていくべきだ

と考えるが、この点に

ついて見解を問う。 

１人１台端末は「新しい文房具」と呼ばれてお

り、自宅に持ち帰って使っていただくこともある。

そこで、必要に応じてインターネットに接続して

学習することを制限するものではない。但し、市

内一斉に実施するかどうかは、通信費の負担等の

課題もあるので、学校と家庭でのオンライン学習

については別の問題としてご理解いただきたい。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

中川 リョ

ウ 

ＩＣＴ環境整備に各

学校、教員で差がある

状態である。ＩＣＴ支

援員の配置を少しでも

早められた方がいいと

思うが当局の見解を問

う。また、ＩＣＴ支援

員はどのような人材を

想定されているか問

う。 

本市においては、来年度からの１人１台端末の

活用に合わせて、ＩＣＴ支援員を配置する計画を

しており、オンラインでのサポート等、本市の実

情や学校のニーズに応じた効果的な支援体制の早

期実現に努めていきたいと考えている。 

また、配置するＩＣＴ支援員については、本市

が求める授業支援、校務支援、校内研修、環境整

備等の幅広い業務に対応できる豊富な知識と経験

を備えた人材の配置を想定している。 

予算執行や環境整備の状況もあり、年度内につ

いてはＩＣＴ支援員を配置するための準備を行

う。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

（再問）企業と連携し

て長期的な支援をして

もらっている地域もあ

り、ＩＣＴ支援員より

も効果があるという結

果も他自治体で出てい

る。こういうことも含

めて検討をしていただ

きたいが、見解を問う。 

各校の取組を共有していく場の中で、平準化す

るところは平準化し、議員ご提案の先進的な企業

とのコラボレーションも念頭に置いて、ＩＣＴ教

育を推進していきたい。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

中川 リョ

ウ 

校務支援システムに

ついて、利用機能の検

討についてどのような

機能を想定されている

のか。 

利用機能については、学校ＩＣＴ環境整備計画

の中で、校務の情報化による高い業務改善効果が

得られる機能から導入することとしており、名

簿・出欠・成績・指導記録等の管理や通知表・指

導要録等の帳票作成が可能な「校務情報の管理・

教育部

長 

教育改革

推進室 
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時間外勤務の縮減目

標を導入前比２０％と

掲げられているがその

根拠を問う。 

運用機能」を有するシステムを導入する予定であ

る。 

また、校務支援システム導入による時間外勤務

の縮減目標の根拠については、整備計画策定時に

おける県教育委員会「学校における働き方改革取

組計画」の目標値と長浜市の実情に鑑みて、導入

前からの２０％縮減を目標に設定したところであ

る。 

（再問）利用機能につ

いて、業務改善に大変

役立つグループウェア

機能が今回は入らない

と聞いたが、そういっ

たことはあるのか。 

現実的に不都合が生じてくる場合は、使いやす

いように考えていく。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

丹生 隆明 新型コロナウイルス

に感染した児童生徒が

通う小中学校を休校に

する際、校名を公表す

るかどうか問う。 

「不正確な情報を広

げない」と公表する自

治体がある一方、「プラ

イバシー保護」で非公

表とする自治体もあ

る。校名の公表のあり

方として長浜市として

の対応を問う。 

新型コロナウイルス感染症については、感染の

リスクを 0にすることはできないとされているこ

とから、誰にでも感染の可能性があるものであり、

最重要課題は感染の拡大防止であると捉えてい

る。 

したがって、今後学校関係者に感染が判明した

場合は、一時的な臨時休業措置等の感染拡大防止

策を講じつつ、プライバシーに配慮した上で、「形」

に捉われることなく、関係者への迅速な情報提供

等の対応を状況に応じて取っていきたいと考えて

いる。 

先の文部科学大臣が発表されたメッセージにも

あったように、感染者に対する差別や偏見、誹謗

中傷等は絶対に許されるものではないとの啓発も

行いながら、感染拡大を防ぎ、安心安全な子ども

たちの生活につながるよう努めていく。 

教育長 教育指導

課 
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